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 Ⅰ 森林環境譲与税の譲与額・執行額・積立額の状況                 

 本市における譲与税の譲与額は、令和元年度と比較すると増えており、令和 2 年度には国から約

70,156 千円が譲与されています。執行額については、令和 2 年度には約 23,876 千円執行してお

り、森林の整備をはじめとした取組において譲与税を活用しております。基金積立額は、約 74,144

千円となっており、今後も引き続き譲与税を活用した取り組みを行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 はじめに 

(円) 

令和元年度
(実績)

令和2年度
(実績)

譲与額(利子等含む) 33,012,570 70,155,653

執行額 5,148,540 23,875,585

基金積立額 27,864,030 74,144,098
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 Ⅱ 森林環境譲与税の使途区分                             

 本市における譲与税の使途については、法第 34 条第 1 項の範囲内で、「大分県森林環境譲与税ガイ

ドライン」に即して、森林の公益的機能の維持増進等を図るにあたって有効的な事業や施策に対し充当

しています。また、使途については、事業や施策の目的を分かりやすくするために、以下の区分に整理

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存事業では森林整備が進まず、手入れ不足となっているまたは手入れ不足となる恐れのある森林

や公益的機能の観点から早急に手入れを行うべき森林の適切な整備に向けた事業等。 

二酸化炭素の吸収源である森林の整備の促進及びカーボンニュートラルの観点から市民に対し木

の良さを周知し、木材利用を促進することを目的とした取組等。 

上記の取り組みを円滑に実施するために必要となる経費等。 
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令和 2 年度の譲与税の執行額は、23,876 千円であり、区分ごとの執行の内訳は以下の通りです。

「森林整備」に関する事業において 20,841 千円執行しており、「木材利用の促進」では 475 千円、

「市の実行体制整備」では 2,560 千円を執行しています。 

第 2 章から第 4 章にかけて、区分ごとに、令和 2 年度に本市が実施した事業や取り組みについて具

体的に記載しています。 
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 Ⅰ 森林所有者に対する意向調査                          

譲与税充当額 20,542,282 円 

【目的】 

木材価格の低迷や世代交代等で手入れされていない森林が増加していることを背景に、森林所有者に

対して、所有森林の今後管理の意向(市に管理を任せたいか否か)及び境界の把握の有無(境界を把握して

いるか否か)をアンケートで調査し、今後市が行う森林整備の優先順位の設定を行うことを目的とする。 

 

【取組実績】 

 市内の森林所有者 4,660 人を対象に自身の森林についての意向調査を行い、令和元年度に実施した

「整備区域選定業務委託」のデータや「市に管理を任せたい森林が多い地区、境界が分かる所有者多い

地区」などの情報をもとに、今後の市が行う森林整備の優先順位を決定した。 

  大分市森林整備に係る森林所有者意向調査業務委託  委託費：20,542,282 円 

   対象者数：4,660 人  対象森林面積：4,255ha ※森林簿による   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 森林整備 
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【成果指標】 

  意向調査回答者数：2,377 人 
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 Ⅱ 未整備私有人工林の現況調査・測量                       

譲与税充当額 298,100 円 

【目的】 

 個人が所有する手入れがされていない森林において、森林所有者と立ち会い、森林の現況の調査及び

測量を実施し、今後の森林の整備の方向性を決めることを目的とする。 

 

【取組実績】 

 森林所有者に対して実施した意向調査の結果から「市に管理を任せたい」かつ「境界が分かり、案内

ができる」と回答した方を対象に森林所有者と立ち会い、現地調査を行い、必要な整備の検討及び測量

を実施した。 

 森林現況調査業務委託  委託費：298,100 円 

  業務内容：森林所有者との立ち会い・測量・プロット調査・図面作成・整備内容の提案 

  対象者：2 名  調査面積：1.26ha   

  調査箇所：高原(0.90ha)・上判田(0.36ha)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成果指標】 

  調査面積：1.26ha（2 名） 

1.森林経営の状況

□明らかに整備されている ☑切捨 □搬出

調査日：令和３ 年 3 月 1 7 日 ☑明らかに整備されていない

調査員：高倉誠，西村一志、鳥居省吾、荒木克也 林地面積：0.90ha (うちヒノキ0.90 ha） □その他

所在地： 大分市大字高原943 森林種別：☐保安林 　☑普通林 2.森林の施業

所有者： 甲斐　元良 国土調査：☑済 　　　☐未済 ☑早急に整備が必要 ☑切捨 □搬出 □主伐～再造林

□現状整備は必要ない □ 倒木整理 □植栽

◆林分概況 □その他

3.採算性評価

□採算性が見込める ☑将来 □現時点

☑施業方法による

□採算性が見込めない

◆林分詳細状況

伐根の有無と状況 特記事項

下層植生（下草低層木）状況 ☐林内全体に繫茂　☐ギャップ等、林内の一部に繫茂　☑無

低層木（笹竹含）の状況 ☐林内全体に繫茂　☐ギャップ等、林内の一部に繫茂　☑無

風雪害木の有無 ☐有（林内全体）　☐有（一部に限られる）　☑無

獣害・病虫害の状況 ☐全体　☐一部　☑無
特記事項（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

◆林地概況

傾斜の状況 ☑緩傾斜　　□中傾斜　　□急傾斜

崩壊地の有無 ☐有（林内全体）　☐有（林内の一部）　☑無

岩石地等の有無 ☑無　　☐有　特記事項　（　　　　　　　　　　　　）

人家や水源地の有無 ☑無　　☐有　特記事項　（　　　　　　　　　　）

森林法による指導 ☑必要無　　☐必要有　□伐採跡地　□その他（　　　　　　　　　）

◆基盤の状況

車道までの距離

作業道の状況（周辺）

作業道の状況(対象林内） □整備済（□通行可□通行不可）　☑可能（追加含）　□不可

寄り付き ☑車　□徒歩（　　　　　　～約　　分）

☑隣接地　☐近い（～100m）　☐遠い（　　　ｍ）　□通行可 □通行不可

☐隣接地　☐近い（～100m）　☐遠い（　　　ｍ） ☑無

ツル巻木の有無 ☐全体　☐一部　☑無

平均直径
※目測による

☐～10　☑～20　☐～30　☐～40
☐～50　☐～60　☐～70　☐70以上(ｃｍ)

成立本数(100㎡) ヒノキ林　1,900本/ha

枝下高　※目測による ☐～5　☑～10　☐～15　☐15以上（m）

□無 　☑ 有      ☐：伐採面は新しく、コケ等の付着物もない
                      ☐：伐採面にコケが付着し、変色している
                      ☑：伐採面は腐朽し、脆くなっている

大分市現況調査リスト

発達段階 ☐幼齢（植栽直後～樹高5m程度）　☑若齢（要間伐林）　☐成熟～老齢（伐採適期）

樹種 ☐スギ　☑ヒノキ　☐広葉樹　☐その他（　　　　）

林班 準林班

② 416
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 Ⅰ おおいた材利用促進協議会負担金                        

譲与税充当額 475,010 円 

【目的】 

 大分県及び県内の 17 市町からなる「おおいた材利用促進協議会」を発足し、県内で生産される製材

品の利用拡大に関する事業を実施し、木材産業の振興を図り、適切な森林管理や整備に資することを目

的とする。 

 

【取組概要】 

 県内の木材の利用(消費)拡大対策や販路拡大対策に関する事業を実施するために必要な経費について

一部負担金として譲与税を充当する。 

 

【取組実績】※令和 3 年度おおいた材利用促進協議会通常総会資料より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章 木材利用の促進 
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 Ⅰ 譲与税事業に従事する会計年度任用職員の雇用                  

譲与税充当額 2,553,060 円 

【目的】 

 譲与税事業に従事する職員を確保することで、市の実行体制の充実及び譲与税の適正な執行を図るこ

とを目的とする。 

 

【取組実績】 

 譲与税事業に専属で従事する職員を雇用するのに必要な経費について譲与税を充当した。 

 職員の業務内容：森林所有者意向調査の進捗管理 

         森林所有者に対する電話対応 

 詳細内訳：報酬 1,760,778 円  

      職員手当等 395,630 円  

      共済費 321,052 円  

      費用弁償 75,600 円  

 

 

 Ⅱ その他第 2 章・第 3 章の取り組みを実施するのに必要な経費            

譲与税充当額 7,133 円 

【目的】 

 譲与税を活用した取り組みに付随する消耗品、通信運搬費などの必要な経費に対して充当することに

より、譲与税事業の円滑な執行を図ることを目的とする。 

 

【取組実績】 

 第 2 章・第 3 章の取り組みを実施するのに必要な次の経費について譲与税を充当した。 

 

 ①消耗品費 3,866 円 

  事務用品(印刷用紙・ラベルシール) 

 

 ②通信運搬費(郵便料) 3,267 円  

第 4 章 市の実行体制整備 


